
（19）乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度） 

第三期計画から国が示した新たな事業であり、認可保育園や認定こども園等を利用してい

ない生後６カ月から３歳未満のこどもを対象に、月一定時間までの利用可能枠の中で、保護

者の就労の有無等は問わず保育を利用できる事業です。 

令和７年度から地域子ども・子育て支援事業に位置付けられるため、他市町村の取組状況

の調査や先進地の視察を行いながら、庁内関係課との協議や、体制整備など、実施を見据え

て検討します。 

 

【量の見込みと確保方策】 

令和７年度から地域子ども・子育て支援事業に位置付けられており、計画期間における必

要定員数は以下のとおりです。他市町村の取組状況の調査や先進地の視察を行いながら、必

要定員数の確保に向けて、庁内関係課との協議や、体制整備など、実施を見据えて検討しま

す。 

また、地域の教育・保育施設と連携し、乳児等通園支援事業の利用終了後の受入れ枠の確

保に努めるほか、乳児等通園支援事業者と教育・保育施設との間で情報を共有することがで

きる体制を整備します。幼稚園における満３歳児クラスの活用を促進し、乳児等通園支援事

業の利用から教育・保育施設の利用への円滑な移行を支援します。 

（単位：人日） 

区分 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

０
歳
児 

必要定員数① 84 72 72 60 48 

確保方策② 12 12 24 36 48 

過不足②-① ▲72 ▲60 ▲48 ▲24 0 

１
歳
児 

必要定員数① 84 84 72 72 60 

確保方策② 12 12 24 36 60 

過不足②-① ▲72 ▲72 ▲48 ▲36 0 

２
歳
児 

必要定員数① 84 84 84 72 60 

確保方策 ② 0 0 24 36 60 

過不足②-① ▲84 ▲84 ▲60 ▲36 0 

 

追記 

【変更理由】 

乳児等のための支援給付の創設に伴い、市町村子ども・子育て支援計画に基本的記載事

項（必須記載事項）の追記が必要となったため。 
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